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1．はじめに  

大都市圏では，廃棄物処分場跡地を有効かつ安全に利用

するため早期安定化が求められている．閉鎖・廃止にかか

わる検討もされているが、処分場で発生する埋立ガスにつ

いての調査事例は極めて少ない 1)．本研究では既に積極的

な跡地暫定利用が始まっている大阪湾内の海面処分場にお

いて，埋立ガスの成分を調査し，跡地の安全な利用におい

て支障となる可燃性ガスの濃度変化特性の検討を行った． 

 

2．調査対象処分場の概要  

調査対象は，大阪湾内東に位置する廃棄物海面処分場跡

地である．この処分場は海面処分場のため，埋立表層か

ら約 5m 以下は水没している．よって，表層からの空気の

侵入が限られ，嫌気性微生物反応により埋立ガス（メタ

ンガス等）発生や水質悪化が長期間継続すると考えられ

ている．図-1 に処分場内の観測孔出口ガス成分測定結果

を示した．場内には多くの水位測定のための観測孔が設

置されている．また跡地の一部では太陽光パネルが 2014

年に設置されている他,ライブ会場などの跡地利用が行わ

れている．図 1では 2018 年 12 月,図 2では 2019 年 9 月

の調査結果を示しており,H18-11,H22-5,H22-6,K-1,K-3 に

おいて管理基準であるメタン濃度 1.5％および爆発限界の

5％を大きく越えるメタンが計測された. 

 

 

 
図-1 海面処分場出口ガス成分(2018 年 12 月) 

 
図-2 海面処分場出口ガス成分(2019 年 9 月) 

 
3．処分場調査結果 

3.1 メタンガス濃度の経年的な変化傾向 

処分場管理者から提供を受けた 2009 年から 2019 年まで

の観測データを含め, 観測孔出口のメタンガス濃度経年

変化が増加または減少傾向の相関を求め，95%の信頼性で

有意であるかどうかを判定した結果を表-1 に示した． 

表-1 統計的考察結果 

 
※95％信頼係数における決定係数 

増加傾向にある管は全 22 本中 7本あり（32％），統計

的に有意なものは 1本,減少傾向にある管は 15 本あり

（68％），そのうち統計的に有意なものは 7本という結果

が得られた.以上のことから処分場全体としてはメタンガ

スが減少傾向にあるが，変動が大きく統計的に有意なも

のはまだ少ない． 

次に統計的に有意であったメタンガス経年変化の増加

傾向の管と減少傾向の管の代表的な例を図-3 と図-4 に示

した．図-3 のように低いメタンガス濃度で推移していた

管でも急にメタンガスが発生し始める場合もある．また,

図-4 のようにメタンガス濃度が減少し，ほぼゼロである
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状態が数年続いているが,急に爆発限界である 5％以上に

高くなる場合もある．このことからも観測を継続的に行

っていく必要があるとわかる. 

一方，統計的には有意ではなかった例として図-5 に示

した．爆発限界である 5％を大きく超えて，30%付近まで

上がっている場合もあるが，非常に変動が大きく，突然

ゼロ近くになっている場合もある．このような大きな変

動を把握するには継続的な調査が必要である． 

 
図-3 H22-8 メタンガス経年変化(増加傾向が有意) 

 
図-4 H18-9 メタンガス経年変化(減少傾向が有意) 

 
図-5 K-1 メタンガス経年変化 

 

3.2 観測孔内のガス成分分布  

図 6,7,8 に典型的なガス分布を示した.図 6では出口か

ら深部にかけて嫌気性が支配的であり,図 7では反対に空

気組成が続いている.また,図-8 では深い部分でよりメタ

ンガス濃度が高まっているのがわかる. このように,観測

孔出口ではメタンガス濃度が爆発限界である 5％を下回っ

ていても,より深い位置ではメタンガス濃度が高くなって

いる場合もある.以上のことから,出口ではメタンガスが

検出されていない管でも,深い部分での計測を行うことに

よって出口でメタンガスが発生する可能性や傾向を探る

ことがある程度可能であるといえる. 

 
図-6 K-3 深さガス成分分布(2019 年 9 月) 

 
図-7 Ｈ25-2 深さガス成分分布(2019 年 9 月) 

 
図-8 K-6 深さガス成分分布(2017 年 9 月) 

 

4 処分場の跡地利用 

調査対象である処分場では既に跡地利用が行われてい

る.跡地利用は厳重な基準や体制の下で行われているが,

利用されている地点でもメタンの発生が観測されるなど

課題は多く残っている. 

メタンの爆発限界は 5～15％であるが,跡地利用を考え,

管理の終了（処分場としての環境モニタリングを終了し

て，維持管理コストを下げる）の基準は長期間 1.5％を超

えるメタン濃度が観測されないことという厳しい条件を

設定している.過去２年間でメタン濃度が 1.5％を超えて

発生していない管は全体の 50％となっており,当面は環境

モニタリングによるメタン濃度観測を継続して，爆発の

危険性を回避する必要がある. 

 

5 結論 

本研究で調査した処分場全体としてはメタン濃度が減

少しており，安定化に向かっているといえる．しかしな

がら，変動が大きいことから，計測を継続していくこと

が必要である.また,すでに跡地利用が積極的に行われて

いることから，可燃性のあるメタンガスの発生特性を効

果的に把握する手法や,安全に管理していくための検討が

さらに必要である． 
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